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研究ノート
部落産業の現状・問題点および対策課題
ー奈良および大阪における実態調査を通じて一ー (4)
? ?
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4) -1 豊田地区の概況
4) -2 産業分析
その1 食肉業
その 2 土木・建設産業
その3 皮革•履物産業
その4 一般製造業・商業・その他産業
4) -3 内職 （以上前号）
3 大阪の場合一『大阪靴メーカー90年代のビジョン」を通じて一（以下本号）
はじめに
I部経営環境認識の統一
1 経営環境の変化と今後の課題（外部環境分析）
2 経営の現状と今後の課題（内部分析）
3 経営課題のまとめ
I部 90年代を生き抜<. 基本コンセプト”の確立（以下次号）
—基本となる考え方の統一ー一
1 • 基本コンセフ゜卜”設定の前提
2 • 基本コンセプト”の設定
皿部 アクションプログラムの展開
一戦略目標の設定と対応の基本方向—
1 戦略目標設定の前提
2 具体的戦略目標の設定と対応の基本方向
3 個人企業の進路
4 貿易自由化・輸入の制度的変化と皮革靴業界へのインパクト
むすびにかえて
3 大阪の場合
ー「大阪靴メーカー 90年代のビジョン」を通じて—
はじめに
奈良県桜井市の場合，同和地区における住民の経済生活を支えてきている部落産業その
ものの本質・問題性との関連において調査・分析されているのに比較して， 大阪の場合
は，皮革靴メーカーという一業界に焦点を絞り，その現状を通じて今後の当業界のありか
たを模索・提言することに重点がおかれている。
大阪では，かねてより当業界に関する実態調査研究をおこなってきており（〔32〕・〔33〕
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・〔34〕・〔35〕・〔36〕）戌現在なおも研究会（財団法人
を定期的にもっている。
同和産業振興会“皮革産業部会")
今回の報告書は， そこでの検討を通じて，
ら，ことに“関税割当制度 (TariffQuota System=TQ)"• • 皮革自由化”という外圧に
内外環境が一層厳しくなってきている折か
対して，そして，それであるがゆえに，対内的には国民の生活文化を担ってきている伝統
的産業としての当靴業界が，いわばトータルファッション産業の一環として，いかに大き
く脱皮・成長していかねばならないかという押し迫った当面の問題への対応策を模索し，
提言することの一端を披漉したものである。
このような目的・意図は， 励大阪同和産業振興会 吉田信太郎理事長の序文（はじめ
16)当時の定例研究会および調査研究メンバーなどは，以下のとおりである。
定例研究会メンバー―—文献〔32〕時点
大阪同和産業振興会事務局 局長
次長
事務局員
部落解放皮革関連事業組合事務局
大阪府商工部 工業課
経済振興課
大阪立産業能率研究所
大阪府立商工経済研究所
大阪市中小企業指苺センター
雑貨係長
参事
主幹
主査
商業課 課長
主任研究員
流通経済室長
主幹
主査
調査協力業界・団体・支部
部落解放皮革関連事業組合
部落解放同盟大阪府連合会西成支部
部落解放同盟大阪府連合会浪速支部
調査研究グループ 関西部落産業問題研究会
代表者 関西大学経済学部
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教授
助教授
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に）に述べられている17)0 
では，まず本報告書の構成を大まかに紹介しておこう。
1 部経営環境認識の統一—経営環境の分析と課題の抽出ー一
経営環境の変化と今後の課題（外部環境分析）
経営の現状と今後の課題（内部環境分析）
1)経営上の強み（長所）
ー
?
?
2)経営上の弱み（短所）
3)今後の指針（参考資料）一ーモデル企業のケーススタディーを通じて一一
経営課題のまとめ
調査研究グループー~文献〔33〕時点
大阪同和産業振興会事務局
部落解放皮革関連事業組合事務局
大阪府商工部
商業課
'大阪府立産業能率研究所
大阪府立商工経済研究所
大阪市中小企業指導センター
局長
次長
事務局員
工業課主幹
生活用品係長
経済振興課参事
主幹
主査
卸商業係長
小売商業第二係長
主任研究員
流通経済室長
副所長
主査
???????????????
野
?????
?????????
????????
?
??????
調査協力業界・団体・支部
部落解放皮革関連事業組合
部落解放同盟大阪府連合会西成支部
部落解放同盟大阪府連合会浪速支部
関西部落産業問題研究会
17) 「日本の皮革産業の歴史は，同和地区産業の歴史でもあります。この観点をぬきにし
て今日の皮革産業の現状や将来について語ることはできません。しかし，本報告書で
は，あえて同和地区産業であることを強調していません。なぜなら，本報告書の目的
は，早急な取り組みが迫られている実践的な課題に解決の方向を示すことであり，ま
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]I部 90年代を生き抜< . 基本コンセプト”の確立ー一基本となる考え方の統一ー一
1 • 基本コンセプト”設定の前提
2 • 基本コンセプト”の設定
1)事業目的の明確化
2)事業領域（使命）の設定
3)事業目標の設定
4) • 基本コンセプト”のまとめ
皿部 アクションプログラムの展開＿戦略目標の設定と対応の基本方向—
1 戦略目標設定の前提
2 具体的戦略目標の設定と対応の基本方向
1)商品力強化目標ーー製品の高級化，高付加価値化ー一
2)生産力強化目標ーー低コスト化・高加工度化・多品種少量生産体制の完成＿
3)販売力強化目標＿販売基盤の拡大＿
4)人材力強化目標一一人材の確保・人材の教育ー一
5)経営基礎力強化目標ー一経営基盤の整備ー一
6)ネットワークカ強化目標一＿組織化・共同事業の再構築・異業種交流の推進一一
3 個人企業の進路
別表戦略目標と個別施策
なお，皮革産業部会のメンバーは，以下のとおりである。
部会長田中 充（関西大学経済学部教授）
部会員鶴嶋雪嶺（関西大学経済学部教授）
木村吾郎（大阪商業大学商経学部専任講師）
た，皮革産業が近い将来占めるであろう位置，つまりトータルフッァションの主要な
担い手として国民生活の質的な豊かさの実現に寄与するという位置を明確にし，当産
業の発展の基本的な方向を示すことにあったからです。わたくしたちは，当業界の発
展に向けた積極的で前進的な取り組みを推進することによってかならずや同和問題の
解決に大きく貢献することができると確信しています。……最も重要なことは，これ
らの課題の解決が皮革関連業界全体の社会的地位の向上につながるということです。
わたくしたちはこのような思いで本報告書をまとめましたが，今回の振興ビジョンの
提起にとどまらず，今後個別具体的な課題についても，推進計画の策定にむけて努力
する所存です」（〔2〕はじめに）。
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片岡 常年（大阪靴メーカー協同組合理事長）
高橋博史（カルザチューレ・バーチ社社長）
調査協力株式会社アルスマネジメントスタッフ
松中 吉喜（中小企業診断士，オフィス M.B. A <MEZZO BUSINESS 
ASSOCIATION>主宰）
事務局財団法人大阪同和産業振興会
大阪府商工部 産業政策課・工業課・商業課・ソフト産業振興課
大阪市経済局大阪市中小企業指導センター
参照。引用文献
1. 中小企業庁編「中小企業白書平成2年版』，大蔵省印刷局発行
2. 「靴•履物産業年鑑 1991年」，誅矢野経済研究所発行
3. 中小企業庁指導部指導課監修『中小企業の人材確保と活用戦略』，條同友館発行
4. 通商産業省生活産業局織維製品課編「ファッション大国への道』， 通商産業調査会
発行
調査要領一一対象と方法ー一
前述した調査目的・意図にのっとり， 大阪靴メーカー協同組合傘下の組合企業81社に
「アンケート調査」を行い (1990年10月~11月）， 51社から回答を得た（回収率63.75%)。
1部経営環境認識の統一
1 経営環境の変化と今後の課題（外部環境分析）
まず， 日本経済を取り巻く環境を，一般的に素描し，当業界をめぐる問題点として，以
下のことがらを強調指摘している。
1 人ロ・労働面―
労働集約型の当業界にとっては，職人や若年層不足が一層激化
2 顧客・市場面―
76 
ー・個性化……ニーズの高級化・細分化
・ソフト化・サービス化……ファッション化
消費者ニーズの高度化一―
・情報化……ライフサイクル短縮化
ー。健康•安全志向……品質重視
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3 政治・法律面—~ “関税割当制 (TQ)"l8)への移行など自由化問題
4 技術面―生産技術の革新および代替製品の出現（新素材を含む）
5 経済面一ーサービス経済化・業際化・情報化・国際化の進展（〔2〕2~6ペー ジ）。
ところで，当業界を，最近の消費支出と被服関連支出の伸び率などの動向との関連で見
ていくと，今後は需要増大， したがって成長産業としての可能性が十分あるということも
また言えよう（図2-1・表2-1)。
図2-1 消費支出と被服関連支出の伸び率比較 (82年=100)
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資料：「靴•履物産業年鑑j 腕矢野経済研究所， 1991年。
（出所）財団法人大阪同和産業振興会「大阪靴メーカー90年代のビ
ジョン』， 1991年 3月， 8ページの図表I-4。
18)関税割当制度 (TarriffQuota System=TQ)一「輸入数最割当制度 (IQ)に対
し，アメリカは強くその廃止を要求しているところから，大蔵省は皮革，革靴につい
て現行の輸入数最割当制度を廃止し，関税割当制度に移行させることに決定した。こ
れは一定数量までは低い関税率（一次税率）で輸入でき，それを超えると高い関税率
（二次税率）となる制度で，革靴は TQ制へ移行することによって，一次税率27形，
二次税率60形あるいは 1足につき 4,800円のいずれか高い方となる。皮革は一次税率
20彩，二次税率60形となる」（〔3刀 264ペー ジ）。
輸入限度ワクー~ 「輸入貿易管理令で規定されている特定品目の輸入限度ワクをい
う。牛肉・オレンジなど残存輸入制限品目27品目は， IQ品目 （非自由化品目）とし
て輸入数蛋が制限されており，輸入公表に基づいて輸入数量の割り当てを受けないと
77 
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表2-1 全国平均一世帯当たり年間消費支出に占める靴•履物支出推移
（単位：円，％）
世帯人数 一出世(総a帯)額当たり消費支 被服及び靴•履物 靴• 履物
（人） I前年比 (b) I構成比 (c) c/a I c/b 
82年 3.78 3,038,024 105.5 233,686 7.7 22,995 0.8 9.8 
83 3.76 3,114,247 102. 5 234,167 7.5 23,068 0.7 9.9 
84 3.72 3,195,829 102. 6 234,688 7.3 23,200 0.7 9.9 
85 3.71 3,277,373 102.6 247,415 7.5 23,886 0.7 9. 7 
86 3.69 3,316,493 101. 2 249,498 7.5 23,355 0.7 9.4 
87 3.67 3,371,326 101. 7 253,813 7.5 23,986 0.7 9.5 
88 3.63 3,493,468 103.6 265,371 7.6 24,304 0.7 9.2 
89 3.61 3,592,205 102.8 275,067 7.7 25,277 0.7 9.2 
資料：『靴•履物産業年鑑』蛛矢野経済研究所， 1991年。
（出所）財団法人大阪同和産業振興会「大阪靴メーカー90年代のビジョン』， 1991年3
月， 9ベージの図表I-6。
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輸入できない。国内産業の保護のための輸入制限措位であるが， 日本経済の国際化の
ためにも，その緩和を求める声が強い」（〔初〕 268ペー ジ）。
輸入割当制度 (ImportQuota System=IQ) -「輸入割り当て (IQ)は，特定
の品目について一定期間内の輸入の総枠を設定し，その枠内で一定の条件を備えた者
に対して一定の輸入数最，あるいは輸入金額を割り当てるものである。この輸入割り
当てを受けていなければ，輸入が不可能となる制度が輸入割当制度である。輸入割り
当てを受けている品目は，現在59で，このうちこれまで，大きな問題として取り上げ
られてきた農産物関係の品目のうち，牛肉および特定牛肉調整品については， 1988年
6月の日米， 日紫合意に基づいて，それぞれ91年度， 90年度に輸入自由化されること
になった。また，プロセスチーズ， トマトジュース， トマトケチャップについては，
88年7月の日米合意に基づいて89年度中に輸入自由化されている」（〔3釘 53~54ペー
ジ）。
輸入割当制度の目的は， 「輸入駄の増加によって既存もしくは育成段階にある国内
産業が致命的な損害を被ることのないよう調整する必要からである。対象となる残存
輸入制限品目は27品目であるが，これらの商品を輸入しようとする場合には，通産大
臣が発表する輸入公表に基づいて，通産省に輸入割当申請害を提出して輸入割当証明
書の交付を受けたあとで，輸入承認申請害にこれを添えて為替銀行に提出して輸入承
認書 (ImportLicense=IL)を取りつける。
事前許可制（輸入の）ー一非自由化品目 (IQ品目）を輸入する場合には， 為替銀
行から輸入承認証 (IL)を取りつけなくてはならないが， この輸入承認の申請を行う
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すなわち， 「家計支出は， 当該期間を通じて順調に伸びている。一方，被服関連支出は
その伸びが若干穏やかになってきている。とくに82年から84年の2年間においては，低迷
が続き，それ以降は，家計支出の伸びにほぽ平行する形で伸びを示している。しかし，消
費者ニーズの多様化・高級化の傾向・・・・，ことに女性の社会進出および個性のアヒ°―
ルの欲求が， ファッション関連を中心とした“女性市場”を刺激する可能性が高い。た
だ，当該市場における靴•履物のウエイトが下がっているが，これは，被服関連が，靴・
履物よりも一歩先に高級化・高価格化の傾向を示したということなど」を考慮にいれる
と，今後，当業界としては， 回復はもとより， 「トータルファッションの中での重要な要
素としての地位を高めていくことが期待される」（〔2〕9~10ベージ）と強調指摘しうる
のである。
そこで，当業界の供給者（タンナー•原皮メーカーなど），．そして，流通業者（卸売・
小売業者など）との密接な関係・組織化・共同研究開発など， いわば“融合化”（異業種
交流・業際化）を積極的に提言している。ことに，東京においてはすでに出現し，新しく
大きな役割を果たしてきている“企画問屋”（商品企画力を戦略とする個性的な卸売業者）
そのものの出現が，大阪においても望まれるということをも主張している。
なお，最近における皮革靴製造業の推移および輸入動向などを見ておくと，以下のとお
りである（表2-2;3)。
まず，皮革靴製造業の推移を見ると，数最・金額・事業所などは，婦人用・子供用の微
増に比較して，他はほとんど横ばいか，減少の傾向が見られる。ことに大阪においてそれ
らが著しい。大阪業界の活性化が焦眉の急であることが，ただちにうかがわれる。
続いて，短靴•履物などの輸入動向を見ると， “限度以外"での短靴の輸入の増加が紳
士用・婦人用ともども著しく， 1990年度は1988年度の約3倍にもなっており，この傾向は
今後なお一層強くなってくることも明らかである。
それも，高級品はイタリア・フランス・スイス・北米などの欧米先進国から，技術的に
は日本に近づいてき， しかも価格では日本よりも低いという韓国やいわゆる中進国，
NIEs• ASEANなどの製品，そして，一般大衆品はインドや中国などの発展途上国から
というように，輸入が著しく増加してきている。また， その要請・外圧が TQ制から完
ためには，事前に通産大臣の発表する輸入公表に基づいて，輸入割り当てを受けてお
かなくてはならない。また委託販売貿易，標準外決済の場合も，政府の事前許可を受
けたあとでないと，為替銀行に輸入承認申請を行えない」（〔羽〕 272ペー ジ）。
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表2-2製靴業の推移 (1)数量 (4人以上） （千足）
1986年 1987年 1988年
全国 1大阪府1斎璽;1全国大阪府盗誓全国大阪府斎瞥
紳士用革靴 32,451 804 2.5 31,837 648 1. 9 32,058 494 1. 5 
婦人用・子供用革靴 38,812 4,624 1. 9 38,883 3,850 9.9 43,313 4,606 10.6 
運動用革靴 8,395 59 0. 7 7,931 79 1.0 7,190 84 1. 2 
作業用革靴 9,340 9,351 10,056 
(2)金額 (4人以上） （百万円）
I 全国 H~I全国：：｀全国：：｀
告白扁そ言菩旦戸丑彗苦菩1,:蕊彗匡苔手:::韮彗
(3) 事業所数 (4人以上）
1986年 1987年 1988年
全国大阪府1姿臀 全国大麟盗胃 全国大阪府1斎瞥
紳士用革靴 306 18 5.9 296 19 6.4 287 18 6.3 
婦人用・子供用革靴 530 110 20.8 535 102 19.1 547 107 19.6 
運動用革靴 111 3 2.7 104 3 2.9 104 4 3.8 
作業用革靴 30 26 25 
資料：通商産業大臣官房調査統計部編「工業統計表」より作成。
（出所）表2-1に同じく， 33ページの(4)関連デー タ。
全自由化へとさらに強まってくることも，当然考えられるのである。
当業界としては， 先進国に対しては品質競争， そして，中進国とは品質および価格競
争，はたまた発展途上国とは価格競争というように，厳しい問題に直面せざるをえないの
である。このことを強調して問題指摘しておこう。
これらの最近の実態については，後述する (4 貿易自由化・輸入の制度的変化と皮革
靴業界へのインパクト）。
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表2-3 短靴•履物輸入動向
A. 数量限度内 B. 限度以外l数量（ダー ス） I金額（千円） 1平均単価（円）
88年 43,891 3,935,530 7,472 
A 89 39,650 3,535,494 7,431 
90 46,483 5,365,897 9,620 
紳士
88 697 86,637 10,358 
B 89 2,002 184,080 7,662 
90 2,395 287,583 10,006 
短靴 88 35,381 3,420,200 8,056 
本底が革製で A 89 43,583 4,511,323 8,626 
甲が革製のも 90 57,395 7,250,496 10,527 
の 婦人
88 1,044 116,634 9,310 
B 89 2,299 233,922 8,479 
90 2,919 355,094 10,137 
88 48 2,801 4,863 
子供 A 89 67 3,602 4,480 
90 69 3,709 4,479 ， 511 4,731 
A ゜ ゜115 1,785 紳士用
1 325 27,083 
履物 B 1 234 19,500 
（短靴は除く） 3 1,000 27,778 
本底が革製で 645 39,571 5,113 
甲が革製 A 440 63,289 11,987 
238 20,939 7,332 
婦人用
13 1,376 8,821 
B 38 3,187 6,989 ， 1,397 2,042 
資料：大蔵省編「日本貿易月表」より作成。
（出所）表2-1に同じ<,34ページの(4)関連データ。
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当業界は，産業組織論的立場から見るとき，ニュービジネス，ことにファッション産業
分野として位置づけると，容易に新規参入を許す業界であると言えよう。事実，内外から
の「スボ＿ッシューズメ＿カー」および「機械靴メーカー」は言うに及ばず，「アパレル」
分野からの「婦人靴」業界への事業転換・多角化など，積極的な参入が見られている。
このように見ていくと， 当業界古参の業者自身が， 適切な経営カ・競争力を備え，ま
た，それらを抜本的かつ積極的に支援する指導や施策などが得られるならば， 「当業界に
とって事業機会拡大の可能性がある」（〔2〕14ページ）と言えよう。
このような一般的環境・傾向のさなかにあって，大阪の靴メーカーの現状はいかなるも
であろうか。したがって，今後の存続• 発展をめざしての対策課題は何であろうかという
ことなどについて，今回の実態調査を通じて，以下に見ていこう。
2 経営の現状と今後の課題（内部環境分析）
まず，回答の得られた企業51社の概況を，調査集計結果など（〔2〕・〔39〕）をもとに表
示しておこう（表2-4)。
企業の概況としては，個人事業が3分の2をも占め， 資本金（法人， 最大3,000万円，
平均約1,250万円），従業員数や工場の面積などから見ても小零細規模経営，そして，生産
・販売体制などから見ても，いわば問屋依存型であるということなどが特徴的にうかがわ
れる。
1)経営上の強み（長所）
このような現況にあっても，本業界の「経営上の強み（長所）」として， 以下のことが
らをあげることもできる。
1 経営者の世代交代が進んでいる。 3分の1が後継者にバトンタッチされている。
2 商品の絞り込みが進んでいる。取り扱い商品が，婦人靴製造に特化している。 50社
中44tl:(88彩）が婦人靴で，紳士靴は4社 (8%)である。そこで，本調査報告書として
は，「婦人靴は，ファッション性が高く，多種少量かつライフサイクルの短い商品である。
中小企業が発展するための第一の成功要因は，大企業との競争を避けることであり，この
点から，多品種少量生産の代表であり，かつ高付加価値化の可能性がある婦人靴に特化し
ている」（〔2〕17ページ）ことを高く評価しうるのである。
3 オリジナルな商品が比較的多い。当業界の特徴の一つとして問屋依存型ということ
があげられるが，これは問屋の側から見ると，それだけマーケティング機能などにおいて
彼らの果たす役割の重要性を示すものである。
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(1) 企業形態
個人事業
株式会社
有限会社
その他
合計
? ? ?
??
? ?
表2-4 大阪靴メーカーの企業概要
（単位：社） (5) 資本金別内訳（法人）
（単位：社）
500万円以下 4 (33.3%) 
501万円 ~1,000万円 4 (33.3%) 
1,001万円 ~2,000万円 3 (25.0彩）
2,001万円以上 1 (8.3%) 
合計 12 
(76.5%) 
(23.5形）
(0.0%) 
(0.0彩）
(2) 創業期 （単位：社）
戦前
昭和20年代
30年代
40年代
50年代
60年代以降
計
?
??????
(6.0彩）
(12.0彩）
(44.0%) 
(26.0彩）
(8.0彩）
(4.0彩）
(6) 現在の従業員数
（単位：人）（単位：社）
3 (6.1%) 
18 (36. 7彩）
11 (22.4彩）
4 (8.2彩）
13 (26. 5形）
49 
10以下
11~20 
21~30 
31~40 
41以上
合計
(3) 経営者の世代 （単位：社）
?
?
?
??
?
??
34 
17 
51 
(66.7%) 
(33.3%) 
(7) 生産体制
自社生産100彩
自社70彩外注30彩
自社50%外注50彩
製品50外注20自30
合計
???
（単位：社）
(75.0%) 
(20.8彩）
(2.1彩）
(2.1彩）
(4) 工場数と広さ
1)工場数 （単位：社）
????
?
?? ???
?
???
(76.5%) 
(19.6彩）
(2.0彩）
(2.0%) 
(8) 仕入先数
16~20社
11~15社
21~25社
26~30社
31~35社
36社以上
15社以下
合計
???????
（単位：社）
(28.0形）
(26.0%) 
(20.0彩）
(8.0彩）
(6.0彩）
(6.0形）
(6.0彩）
2)延面積 （単位：社）
50坪以下
51,..;10岬
101~400坪
401坪以上
合計
?????
(26.5%) 
(28.6%) 
(34. 7彩）
(10.2彩）
(9) 販売先数
6~1暉
16~20社
11~1琺
21社以上
5社以下
合計
??????
（単位：社）
(33.3%) 
(27.5%) 
(19. 6%) 
(11. 8%) 
(7.8%) 
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(lb) 販売チャネル（販売先の類型）
1)全体 （単位：回答数） 2)各取り扱い別（問屋）
問 屋 46 (76. 7彩）
（単位：回答数）
小売店 10 (16.7%) 問屋のみ 35 (76.1形）
直営小売店 1 (1. 7彩） 問7以上小3未満 6 (13.0形）
メーカー 2 (3.3形） 問7以上メ 3未満 2 (4.3%) 
その他 1 (1. 7%) その他 3 (6.5形）
ムロ 計 60 ムロ 計 46 
資料：財団法人大阪同和産業振興会『大阪靴メーカー90年代のビジョン』 1991年3月，
および， 『靴メーカー組合アンケート調査集計結果」調査協力 株式会社アルス
マネジメントスタッフ， 1991年より作成。
表2-5 取り扱い商品の内容
(1) 商品別 （単位：社）
％ 
婦人靴を扱う 44 88.0 
紳士靴を扱う 4 8.0 
婦8以上紳2未満 2 4.0 
ムロ 計 50 
（注）ア．オリジナルブランド・問屋ネーム
ィ．問屋ネーム・ライセンス生産
(2) オリジナル性
オリジナル10096
問屋ネーム100形
ア
イ
ウ
その他
ムロ 計
ゥ．オリジナルブランド・問屋ネーム・ライセンス生産
（出所）同， 17ベージの図表 I-13•14。
（単位：社）
3 (6.0%) 
6 (12.0形）
27 (54.0%) 
5 (10.0%) 
7 (14.0彩）
2 (4.0%) 
50 
一方，当業界つまり靴メーカーの取り扱い商品の内容を見ると，表2-5のようになっ
ているが， この比率から見て， 「商品開発に対する積極的な取り組みの姿勢がうかがわれ
る」（〔2〕18ページ）とも言えよう。
ところで，本調査が実施された段階は， 日本経済がかつてのいわゆる“イザナギ景気”
(1965年1月~1970年6月）を超すともみなされた長期ブームの末期であり，輸出を抑え
るために採られた政府・行政側の輸入拡大策の一環としての“内需拡大策” によって，
当業界も「売上高の推移はおおむね順調である」（〔2〕18ページ）とみなされているが，
最近の業績を見ると， 回答の得られた4洸土中， 上昇ーー1社 (22.9%), やや上昇一ー12
(25.0%), ほぼ横ばい一17(35.4%), やや下降—6 (12.5%), 下降ーー2(4.2%) 
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という状況である。
いずれにせよ，当業界は， その性格上， 「わずかな最気変動が直接的に企業収益に影響
を与えるので，景気の推移には十分注意を払わねばならない」 ((2)18ページ）というこ
とを，強調指摘しておかねばならない。
では，次に，当業界の経営上の弱み（短所）について見ておこう。
2)経営上の弱み（短所）
(1) 企業の概要を通じて
すでに見てきたところであるが，一般的に中小・零細企業としての弱みをここに重ねて
問題指摘し，それらを通じて，今後の対応策などを提言・勧告している。
1 生業的性格にともなう人材採用・資金調達・税制上などの側面での不利。
まず，企業の近代化・合理化の基本的条件として， たとえば， 「1991年4月からの商
法改正で， 新規設立株式会社の最低資本金が 1,000万円となったので， 以前より条件は
厳しいとも言えようが， 対応可能な企業は， 早急に法人化すべきである」（〔2〕20ぺ＿
ジ）。
もとより，そのための行政および関連団体などによる積極的な支援・指導こそが必要で
ある。
2 販売チャネルが限定的である。
この面については，過度の問屋依存からの脱皮・小売店への直売の拡大化・消費者ニー
ズの的確な把握，つまり， 「流通の動態を考慮に入れ， 販売力強化・販売基盤の拡大への
積極的な取り組み」（〔2〕21ページ）が必要である。
(2) 最近の業績を通じて
1' 企業規模の生業的零細性。
まず，一般的に，「当業界の取り扱い商品が， 多品種少量であることから， 必ずしも規
模の経済性を追求する必要はないし，過度の追求はむしろ危険」（〔2〕22ページ）とも言
えようが，生業としてではなく，企業経営主体として“ある程度の規模”を備えていかな
ければ，必然的に生じる問題点として，以下のことがらをあげている。
「企業の安定性の乏しさ•新商品の開発・合理化などに対する投資能力の不足・人材獲
得面での不利」（〔2〕22ペー ジ）。
2 従業員に占める「社員」の割合の少なさ。
当業界においては，従来より， 従業員における“受け取り制”• “出来高払い制”，そし
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て，パートによる作業・労働などが慣習的に採用されてきているが，それらの比重が最近
ますます高くなってきている。
最近の労働力不足事情などから見ると，「この点を『弱み」と決めつけるのは議論の余
地があるであろう。つまり，社員（常庸い）を減らし，“受け取り”および“パート”と
いう『変動的な」労働力の活用は，ある意味では経済的であると言えよう」（〔2〕23ペー
ジ）。事実， アンケート調査に応じてくれた多くの業者たちにあっても痛感されていたこ
表2-6 社員・受け取り・パートの比率
（単位：人）
??。???
取
????
622 
571 
219 
1,412 
(44.1%) 
(40.4形）
(15.5形）
（出所）表2-1に同じ<,23ページの図表
1-20。
表2-7 受け取り・社員・パート別部門構成比
（単位：人）
生産部門 605 97.3% 
企画部門 6 1.0 
受け取り デザイナー ， 1.4 
営業部門 ゜0.0 事務管理部門 2 0.3 
生産部門 336 58.8 
企画部門 73 12.8 
社員 デザイナー 25 4.4 
営業部門 65 1. 4 
事務管理部門 72 12.6 
生産部門 213 97.3 
企画部門 1 0.5 
パート デザイナー ゜0.0 営業部門 ゜0.0 事務管理部門 5 2.3 
（出所）同， 24ページの図表I-21。
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とだった。 しかしながら， やはり，根本的な問題点として， 以下のことがらがあげられ
る。
「自社のノウハウが育たない。企業の発展を支える人材の育成が計れない」（〔2〕23ペ
ジー）。
3 長時間労働。
社員に比べて受け取り従業員・労働者の方が長時間労働である（表2-8)。これらの
問題は，「今後，各種の合理化施策， ことに社員の労働時間の短縮化と併せて， 業界の環
境整備やイメージ対策の一環として考慮していく必要があろう」（〔2〕25ペー ジ）。
4 収益性（粗利益率）の低さ。
当業界＝部落産業としての皮革靴製造業が，いかに低い収益性（低粗利益率）に甘んじ
てこなければならなかったかということなどについては，すでに問題指摘してきた。本調
査においてもそれは如実に現れており，概して，「粗利益率はわずか15彩前後にしか過ぎな
い」。「この数値は，多品種少量生産のメーカーとしてはかなり低いレベルである」（〔2〕
25ページ）ということを， まず問題指摘しなければならない。一方，「当業界の製造する
‘商品の価格帯は，決して低くない（図2-2)。しかし， 商品が「多品種少量生産」の代
表である婦人靴であるため，売上げの拡大を計りにくい面もある。加えて，原価高，とく
に変動費の割合が高いのが現状である。つまり「低固定費・高変動費型経営」である。メ
ーカーというよりも，むしろ卸売業に近い収益体質」をもっていることに注目し，このよ
うな背景として「受け取り制の存在や，脆弱な企業体質」をあげ，「『低固定費・高変動費
型経営」でありながら，操業の拡大が困難な点に低収益の最大の要因がある」（〔2〕26ペ
ージ）と問題指摘するにいたっている。
表2-8 労働時間
（単位：社）
社員
8時間以下
8.1~9時間
9.1~10 
10.1~11 
????
9.8 
58.8 
19.6 
11. 8 
形 ！受け取り1 彩
0 0.0 
3 ， 
13 
12.0 
36.0 
52.0 
?
計 Is1 25 
（出所）同25ページ，の図表1-22。
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図2-2 扱い商品の内容（定価構成） （単位：円）
0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
A. 13, 000~15, 999 (100%) B. 16, 000~19, 999 (10096) 
C. 13, 000~15, 999・16, 000~19, 999 D. 9, 000~10, 999• 1, 000~12, 999 
E. 5,999・6, 000~8, 999 F. 6, 000~8, 999・9, 000~10, 999 
G. 1, 000~12, 999・13, 000~15, 999 H. 16, 000~19, 999・20,000 
I. 13, 000~15, 999・16, 000~19, 999・20,000 
J. 9, 000~10, 999・11, 000~12, 999・13, 000~15, 999 
（出所）図2-1に同じく， 26ページの図表I-23。
要するに，当業界における経営姿勢に見られる問題点として，以下のことがらを指摘し
うるのである。
1. 基本的に消極的な経営姿勢である。
2. 具体的には，機会設備などの導入による抜本的な改革には踏み切れない。
3. 売上拡大の努力に見合う，利益の増大が期待しにくい。
4. 結果として，前近代的な経営体質が残っていく。
5. 人的な面から見れば，労働者にとって魅力の少ない企業から脱皮できない。
すなわち，「結論的には，今までの『変動費重視型経営」から『固定費重視型経営」に
シフトする必要がある」（〔2〕27ページ）ということなのである。
そこで，本調査報告書においては，当業界今後の発展のための指針とすべく，まずモデ
ル企業の経営分析を例示し，また，関連業界および製品の貿易の趨勢などを，参考資料と
してあげている。
以下に紹介して，見ておこう。
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3) 今後の指針（参考資料）ーモデル企業のケーススタディーを通じて—
(1) 当業界の経営分析—A社（業績優秀なモデル企業）の場合を通じて
数値の概要
売上高
変動費
うち外注加工費
固定費
利益
（単位：円）
1,000,000 
750,000 
250,000 
200,000 
50,000 
注：数値は調整済み
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この数値をもとに，外注加工費の扱いによる 2つの分析結果は，以下のとおりである。
① 外注加工費を変動費とみる場合（受け取り制）
② 外注加工費を固定費とみる場合（給料制）
①の場合，損益分岐点売上高は，
200, 00-;-o. 2s=soo, oooとなる。
一方，Rの場合，損益分岐点売上高は，
450,000→ -0. 50=900, 000 
注：損益分岐点（売上高）
企業の収益と費用が一致し，損益ゼロになる採算点のこと。計算方法は次式による。
損益分岐点＝固定費-;-(1-変動費
売上高）
（〔2〕27~28ベー ジ）。
すなわち，当業界のモデル的存在であるとも言うべきA社の場合，
「確かに， 損益分岐点の位置だけに着目すれば， ①の方が低くなり，効率的経営である
ことを示している。しかし，ケース③の場合は，売上高が900,000円を越えると利益が累
積的に増大することがわかるのである」（図2-3)。
このような実状にかんがみて， 「各企業においても同様の分析をおこない， 今後の指針
にすべきである」（〔2〕29ページ）ということを提言するにいたっている19)0 
19)当業界にみられる， “従業員".. 労働者"というよりも， 伝統的手工業者として“親
方”と“職人", それにもまして，いわば運命共同体とも言うべき “部落” としての
生産関係の特質・ 問題点などについては，すでに繰り返し，強調してきた。
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図2-3
?? ??
•••• 
，?
． ． ?，?． ． ． ?? ? ?
??）??????（
????
t
売上高・費用•利益ー
200 
（単位：千円）□ ! 
（固定費）
450 
一売上高— 800 900 
（単位：千円）
（出所）図2-1に同じく， 28ページの図表1-24。
(2) アパレル業界の動向-B社（業界のリーダー格）を通じて一一
B社のコンセプト
• トータルコーディネート
靴はトータルファッションの重要な要素である。
ほぽすべてのブランドに靴はコーディネートされている。
•本物志向
良いものは世界中どこへいっても良い。
上田一雄教授の先駆的調査研究においても， 「下請生産に依存し内職に依存して生
産をすすめていこうとする業者は， 設備の近代化ということについては関心がうす
い。しかしながら業界が発展し，業者に資本の蓄積ができてくるにつれて工場生産へ
の展開がすすめられようとしてくる」（〔4〇〕 151ページ） ということ，そして， 業者
自身，近代的・合理的“工場制”生産への意欲をもっていることなどが強調指摘され
ている。
事実，最近では「部落産業対策や商工業対策を通じて，今までの“親方”• “子方”
.. 職人"という“徒弟制度” も解体し，近代的な労使関係が育ちつつある」（〔41〕
39~40ページ）ということが，部落解放運動の成果として見られるようになった。こ
のような意味においても，当業界のさらなる発展へ向けて，業者＝企業経営者自身は
もとより，関連団体の指導・行政施策が必要とされねばならない。
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戦略・戦術
・靴メーカーとの共同研究開発の推進
|―得意分野の発揮→協働による消費者志向のモノづくり
→ モノづくりを通じた交流の推進
「ー製靴技術とトータルファッションとのネットワーク構築
生産上の不満の点
・デザインイメージと仕上がりとのギャップが大きい。
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主な原因…素材，色，パーツ， ヒール，底，ラストなどが欧米と比較して完全に
遅れている。
靴業界への提言
•イメージどおりのモノづくりがスムーズにできる体制構築に努力してほしい。
(〔2)29~30ペー ジ）
以上のように，アパレル業界の動向， とりわけ， リーダー格の企業から見た当靴業界へ
の問題指摘や提言などを通じて，今後は，両側が――ことに「当靴業界におけるメリット
は大きい」（〔2〕30ページ）と認められるので一ー，業界および企業レベルともども連携
して生産活動をおこなうべきであることを，強調指摘しておかねばならない。
(3) 商社の動向—c社を通じて—
現状における当業界との関わり
国内の商品を取り扱っている商社
輸入品を取り扱っている商社
C社の事業展開の概要
歴史 約20年前から取り扱い
数年前から別法人を設立して展開中
取り扱い商品概要
商品構成
1社c社）
C社以外数社
一紳士 20彩―|―国産 70彩一
素材皮革製品 35彩~40彩ー用途一 婦人 20彩一—|―輸入品 30彩」
その他 60彩~65彩 ースボーツ 60彩一輸入品 100彩
仕入先
関西 数社
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関東
販売先
闊西大學「継清論集」第43巻第1号 (1993年4月）
数社
メーカー中心（オリジナル商品）
大手小売業者
＊アパレル関係はなし。
戦略および戦術
•本物志向
顧客ニーズにあったものを丁寧に。
• コーディネーターとしての機能の発揮
プロジェクトベースで，メーカーその他関連業種を組織化。
・将来は産地の組織化を企画
その他
TQ制廃止後の予測
•国内メーカーは二極分化 低価格品は席巻される。
高価格品が生き残りの分野。
•生き残りの戦略 国内のニーズに対応する商品展開。
アバレル業界との連携。
（〔2〕30~31ペー ジ）
このような商社の動向分析を通じて， 本調査報告書としては， 以下のように強調指摘
し，提言している。
「まず， 日本を代表する大商社が当業界の商品を20年以上扱い，さらに別法人で展開す
ること自体が，当業界の明るい将来を示していると言えよう。
ただ，今後TQ制の廃止を前提とすると，個々の企業レベルでは決して安閑としていら
れない状況である。アバレル業界との連携と同じく，情報収集力では最強といわれる商社
とも連携し，今後の方向性を探っていくべきである」。
((2〕31ペー ジ）
(4) 業界における先進的企業の分析―-D社（関東地区の大手メーカー）を通じ
て一一
今回の調査分析においては， 業界・企業レベルともども， 「今後，種々の施策を立案・
実施していくに際し，『理想的なモデル」があれば，イメージとして具体化しうる」（〔2〕
31ページ）ということにかんがみて，先進的企業の事例分析をおこない，大阪における靴
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業界へのアドバイス・コメントをこころみている。
その概要は，以下のとおりである。
D社の事業概要
・婦人靴 100彩
•オリジナルおよびライセンスプランド 50% 
•問屋販売比率 70彩
事業戦略のボイント
・得意先の重点化
顧客のニーズに対応。
すべての販売先で第一位納入業者。
「買ってよかった，売ってよかった」「共存共栄の精神」。
•生産システムの確立―ー個流しの生産
10足作るのも 3,000足作るのも同じシステム。
安定した生産体制が顧客の満足につながる。
・デザイン部門充実・強化
業界の展望
•靴は絶対残る
93 
・種々の環境変化 (TQ制を含む）に積極的に立ち向かう業者は生き残り繁栄する
日本のメーカーにしか出来ないことを追求する姿勢。
日本独自の「機械装備型生産方式」を追求できれば大きな強みになる。
（〔2〕32ペー ジ）
つまり， D社は， 「わが国を代表する婦人靴メ＿力＿である。極めて合理的な戦略を展
開している。このことは，明らかに強者の戦略とも言えようが，その神髄は「顧客第一主
義」におかれている」のである。
要するに， 「顧客のニーズに対応するためのデザインの向上と生産システムの整備こそ
が，当大阪靴業界にとっても成功の重要な要因である」（〔2〕32ペー ジ）。
3 経営課題のまとめ
以上のように，内外環境一層厳しくなってきている折から，本業界の現況および問題点
などを分析して，本調査報告書は，今後の業界発展のための経営課題をチャート化してい
るので，ここに掲げておこう（表2-9・10)。
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表2-9 経営環境の展望と
経営環境の展望
?????ョ??
????????ァ ?? ?? ョ?? ??＿ッ?? ? ッ? ???????
?
????
?
??
?????
?
??
??
?
個性化，ソフト化・サービス化
情報化，健康•安全志向
・トータルファッション化の進展
・商品の短ライフサイクル化
・自己主張の強まり
出生率の低下 ~ 人手不足の長期化．?
鱈こ］芦：；ズとのギャ yプ拡大
芦き［ミ〗了；／ここ，9含）
流通のリストラクチャリング進展
麦：；□の言;:ご
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業界および企業の課題
96 
業界への影響
ビジネスチャンスと脅威の同時進行
従来の常識や成功要因では通用しない
長期ビジョンにもとづく経営革新要請
ニーズ志向の事業活動が今後の成長
を左右する
高度な商品作りが経営戦略の中核
~ 
早急な経営基盤 ソフトな経営資源
整備を要請 強化がカギ
課題解決の担い手である“人材"
の育成が経営の基盤
ネットワーク化こそが今後の利益
源泉
（出所）表2-1に同じく， 36ページの1。
業界の課題
商品力の強化
ニーズ志向，ソフト重視の商品作り
生産力の強化
ファッションの翻訳こそ生産の使命
アパレル並みのコスト率
競争優位性確立
流通のリストラクチャリングヘの対応
経営基礎力の強化
現代に通用する経営
労働環境の整備
ネットワークの推進
ネットワークの利益追求
開かれた業界づくり
アイデンテイティの確立
基盤としての人材強化
企画・デザインの向上
ファッション産業への早急な転換I
注：リストラクチャリング
再構築，再編成
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